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　平素より、札幌市政の推進にあたり格別のご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。また地方創生や物価高対策への支援な
ど、市民生活と地域経済を守る国の取組に対し、特段のご配慮をいただいておりますことに重ねてお礼申し上げます。

　長期化する物価高や、少子高齢化による深刻な人手不足、大雪をはじめとした災害の激甚化、昨今の不安定な国際情勢を背景とした
原油価格の高騰など、様々な課題への対応が求められております。こうした中、国が掲げる「責任ある積極財政」の枠組みのもとで進
める「危機管理投資」や「成長投資」は、地方の活力を維持し、国全体の成長を底上げする上で極めて重要です。

　札幌市では、市民の暮らしを守る取組を着実に進めるとともに、国が策定を進める「地域未来戦略」と呼応し、国家プロジェクトで
ある次世代半導体製造拠点との有機的な連携を見据えた「知の集積拠点」の形成や「先端技術」を駆使したＧＸ／ＡＩ分野の社会実装
を推進しております。さらに、「ＧＸ／ＡＩ金融・資産運用特区」を起爆剤として次世代半導体やＡＩ等の成長分野への投資を呼び込
むとともに、観光や食などの地場産業支援を充実させることで、地域発の「経済の好循環」を創出し、日本の成長を牽引するまちづく
りを進めております。

　今後もこの魅力あるまちを次世代へ持続可能な形で引き継ぎ、「誰もが安心して暮らし生涯現役として輝き続ける街」と「世界都市
としての魅力と活力を創造し続ける街」という明るい札幌の未来を実現し、日本の活力創出に貢献していくため、必要な施策を推進し
てまいります。

　つきましては、ご協力を賜りたい事項を取りまとめましたので、札幌市の実情や取組をご理解いただき、特段のご配慮をいただきま
すようお願いいたします。

令和８年６月
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背景（現状・課題等）

❏ 少子化・人口減少は、自治体特有の課題ではなく国が直面している最大の危機であり、国においては「こども未来戦略」などを策定し、国を挙

げて少子化対策に取り組むこととしている。少子化対策に当たっては、特に子育てに関する医療や義務的に生じる費用については、子育て世帯

の経済的負担を軽減する観点で、ナショナルミニマムとして国の責任において子育て環境を整備するべきもの。

❏ 特に子どもやひとり親家庭等に対する医療費助成制度については、各自治体が独自に取り

組んだ結果、自治体の財政状況の違い等によって、助成内容に差異が生じている。地方の

判断に委ねる国の財政支援の手法は、自治体間の差異を解消するには十分とは言えないた

め、国による統一的な制度を創設すべきである。

❏ また、利用者負担額(保育料)については、現行制度上、子どもの年齢の差等により、世帯

間で不公平な負担の違いが生じている。

⼦育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統⼀的な⽀援制度の創設
⬤ 子どもやひとり親家庭等に対する医療費助成制度は、子育て世帯の経済的負担を軽減するための施策であり、

すべての子育て世帯が等しく助成を受けられる環境を整えるため、ナショナルミニマムとして国の責任で統一

的な制度を創設すること。

⬤ 利用者負担額（保育料）の多子軽減に係る同時入所要件の撤廃など、国の責任において負担軽減措置を拡大す

ること。

【こども家庭庁】

最 重 点
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背景（現状・課題等）

❏ 令和８年度から国の子育て支援策として「学校給食費の抜本的な負担軽減（いわゆる給食無償化）」事業が示され、小学校の給食費について、

保護者負担の軽減が行われることとなったが、自治体により食材の調達コスト等に違いがあり、また昨今の物価高により増加傾向にある。札幌

市においては、経費の削減等に努めているが、給食無償化に係る国の基準額（5,200円/月）では財源が不足する。

❏ 加えて、同じく義務教育である中学校における給食無償化に向けて、国は「小中学校の給食実施状況の違い等も含めた課題の整理を行った上で

検討」としており、実施時期が不明確である。

❏ 部活動の地域展開について、札幌市では持続可能

な中学校部活動の地域展開を検討しているが、大

規模都市ゆえの膨大な調整コストに加え、国の財

政支援が不透明（特に平日の運営支援）なことが

大きな壁となっている。

❏ また、積雪寒冷地特有の課題として、冬場の施設

確保や暖房費によるコスト増があり、これらを受

益者負担に頼れば、深刻な「体験格差」を招く恐

れがあるため、札幌市としては公費と受益者負担

のバランス等を検討中であるが、国の財源見通し

が立たないため、将来的な財政負担への懸念か

ら、実効性のある中長期的な方針の策定には至っ

ていない。

-7-⼦ども‧若者 -2-

中学⽣⼀⼈あたりの学校運営経費の地域格差学校給⾷の⾷材調達に係る構造的な物価⾼

総務省：2020年基準消費者物価指数（食品）

（指数）

文部科学省：地方教育費調査（中学校-その他管理費）

（千円）

1.68倍1.70倍1.72倍1.61倍1.65倍

義務教育における給⾷費の完全無償化及び地域特性を踏まえた部活動改⾰への⽀援
⬤ 小学校給食費について、国の基準額では札幌市の実態に不足していることから、給食費無償化を安定的かつ公

平に継続するため、地域の実態に即した基準額の引き上げを行う等により、全額国費による完全無償化を実施

すること。また、中学校給食費についても、早期に無償化を実現すること。

⬤ 部活動の地域展開について、令和８年度からの「改革実行期間」に自治体が責任を持って地域展開を推進でき

るよう、休日のみならず平日についても運営費への継続的な財政支援の見通しを早期に示し、必要な財政措置

を講じること。

【文部科学省】

最 重 点
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配置基準の見直しを含む保育士等の処遇改善に向けた支援

⬤ 保育士及び幼稚園教諭・保育教諭（以下「保育士等」という。)の処遇は公定価格において段階的に改善が進んでいるものの、賃金水準
は未だ低い状況にあることから、保育士等の処遇改善のさらなる拡充を行うこと。

⬤ 加えて、保育の安全性向上と負担軽減を図るため、０歳児及び２歳児の配置基準を早急に見直すこと。また、現に１歳児の配置改善に
取り組む施設が適切に加算の適用を受けられるよう、現場の実態に即した要件緩和等の見直しを進め、見直しに応じた公定価格の改定
を行うこと。

【こども家庭庁】

医療型短期入所に係るサービス報酬への支援

⬤ 医療型短期入所事業については、医療的ケアが必要な障がい児を受け入れるにあたり、施設改修や十分なケアを確保できる人員配置な
ど事業者負担が大きく受入体制の拡充が進まないことから、サービス報酬について、診療報酬における小児入院医療管理料に関連する
加算を含めたものと同程度になるよう増額措置を講じること。

【厚生労働省】

いじめ・不登校・虐待への組織的対応力の強化及び自殺対策の推進

⬤ いじめや不登校、虐待等の複雑化、自殺関連行動への対応など、学校の組織的対応力の強化が急務である。スクールカウンセラー及び
スクールソーシャルワーカーの教職員定数化及び養護教諭の配置基準を緩和すること。

⬤ 加えて、こども・若者の自殺危機対応チームへの全額補助を事業採択から３年後以降も継続し、法定協議会の設置・運営を行う自治体
への補助制度を新設すること。

【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】

ＧＩＧＡスクール構想に要する経費に係る財源の確保

⬤ 児童生徒の学びを充実させるための有償教育用ソフトウェアの導入及び更新費用について、自治体負担に係る継続的かつ十分な財政措
置を講じること。

⬤ 学校ネットワークの運用保守及び環境整備に係る費用について、自治体負担に係る継続的かつ十分な財政措置を講じること。

【文部科学省】

学校施設整備に係る国庫補助の拡充及び財源の確保

⬤ 公立学校施設整備費負担金及び学校施設環境改善交付金について、計画事業量に見合う十分な財源を確保し、速やかに採択すること。
⬤ 実勢単価に見合った補助単価に引き上げを行うとともに、算定割合の引き上げを行うこと。

【文部科学省】
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背景（現状・課題等）

❏ 多雪寒冷の地域にありながら、190万人以上の人口を擁する札幌市にとって、除排雪等の雪対策事業は、冬期間の都市機能の維持や市民の安全

な暮らしのためになくてはならない施策。近年の労務単価や機械損料などの上昇に加えて、雪堆積場の郊外化による運搬距離の増加等の要因も

重なり、道路除排雪経費は年々増加傾向にあり、実質的な費用は年間約300億円規模に達している。

❏ 道路除雪に係る費用について、特に大雪時には除排雪経費を多額の自主財源

で賄わざるを得ず、札幌市の財政に過度な重圧となっている。

❏ また、除排雪経費の一般財源所要額は、200億円を超える水準が継続する一

方、普通交付税における基準財政需要額は110億円前後で推移しており、近

年の大幅な労務単価の上昇などの実態に追いついていない。

❏ 冬期の安定した市民生活と都市機能の維持は国の支援なくしては成り立た

ず、自治体負担の大幅な軽減に向けた財政措置の強化を求める。

❏ 札幌市としてもＡＩや自動除雪ロボット等の実用化に向けた実証を進めると

ともに、ＩＣＴ導入による効率化に率先して取り組んでいるが、市街地にお

ける除排雪操作の自動化技術を備えた機械の導入には至っていない。加え

て、市街地周辺にまとまった空き地がなく、排雪時の運搬距離が増加してお

り、作業効率の低下を招いていることから、市街地周辺での排雪場所の確保

等が急務となっている。

2022 2023

交付税算入率

2020 2021 2022 2023 2024 2025
(決算見込)

（億円）

-10-

⽣活‧暮らし、環境

持続可能な雪対策に向けた財源確保と除排雪の抜本的効率化への⽀援
⬤ 防災・安全交付金などについて十分な予算を確保し、道路除排雪費用に係る安定的な財政措置を講じること。

⬤ 大雪に見舞われた際には、幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置などの適切な追加措置を講じること。

⬤ 除排雪経費に係る普通交付税について、近年の労務単価の上昇などの実情に見合った地方交付税措置のさらな

る拡充を講じること。

⬤ 将来の担い手不足やさらなる経費高騰を見据えて、全国の積雪寒冷地における国道等で実施している除排雪機

械の省人化・自動化技術を市街地に拡大するための実証実験や、国管理の河川敷等の雪堆積場としての利用拡

充に向けた検討など、引き続き国と地方の連携により除排雪の抜本的効率化を推進すること。
【総務省、国土交通省】

最 重 点
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～～

2020 2021 2022 2023 2024 2025
(決算見込)

除排雪経費等の推移
（億円） （cm）



背景（現状・課題等）

❏ 札幌市内のバス路線は、運転手不足に伴う大幅な減便や路線廃止による市民生活への影響が大きな課

題となっており、運転手の魅力発信や自動運転の検討といった取組はもとより、喫緊の課題である運

転手確保に向けた待遇改善を進めているが、各バス事業者の経営状況が厳しく行政の支援が不可欠。

❏ また、現行の地域公共交通確保維持改善事業費補助金における地域内フィーダー系統補助金は、原則

として、指定都市内の系統が対象外であり、地域公共交通利便増進実施計画に基づきフィーダー系統

に位置づけた場合においても、指定都市においては、補助上限額が交通不便地域の人口を基に算定さ

れ、補助対象となるカバー圏域と乖離がある。

❏ さらに、地方バス路線に係る特別交付税について、輸送量150人超の系統への補助経費が対象外となっ

ているほか、財政力指数による調整(令和７年度は0.67）のため、国から十分な措置がされていない。

 地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統補助） 

バス運転⼿数

市内路線バス運⾏便数
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地域内のバス交通・デマンド交通・乗用タクシー
（地域内フィーダー系統補助対象）

 現⾏制度では、原則政令指定都市は補助対象外 
  特別交付税措置への財政⼒指数による調整有 

バス路線維持に関する⽀援の強化
⬤ 事業者や自治体による運転手確保に向けた取組について、補助対象経費の拡大や運転手確保支援措置に対する

特別交付税措置の新設等、持続可能な体制構築に向けた財政支援を拡充すること。

⬤ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金の対象を拡充するとともに、バス路線維持に係る特別交付税の財政措

置を拡充すること。

【総務省、国土交通省】

最 重 点



石油製品の価格安定と安定供給確保

⬤ 積雪寒冷地では暖房需要が極めて高く、エネルギー価格の高騰が市民生活に及ぼす影響は甚大なことから、冬季から春先にかけての負担
軽減を図るため、石油製品の価格安定と安定供給の確保、石油元売関係事業者への指導等のほか、原油価格の動向を踏まえて灯油への定
額補助を継続すること。

⬤ あわせて、生活の安全保障及び健康保護の観点から、冬季をはじめとするエネルギー需要ピーク時における市民の確実な負担軽減に繋が
る電気・ガス料金支援を継続すること。

【厚生労働省、経済産業省、国土交通省】

地域の実情に即した持続可能なヒグマ対策への支援拡充

⬤ 国のクマ被害対策パッケージを踏まえた、ヒグマとのすみ分け推進に必要な捕獲、防除等対策を実践していくため、必要な予算確保及び
支援の継続を図ること。

⬤ ガバメントハンターを含む、地域における捕獲従事者の確保・育成に向け、自治体の状況を加味した体制構築が図れるよう、支援制度を
多様化・拡充すること。

【環境省】

救急医療体制の維持・集約化に向けた財政支援と制度の抜本的見直し

⬤ 医師の高齢化や働き方改革により救急現場の人材確保は厳しさを増すなかで、体制維持や症例の複雑化への対応に向けて医師の集約化・
拠点化を推進するため、医療施設運営費等補助金の予算を十分に確保するとともに、救急医療に係る診療報酬体系や集約化に係る支援制
度を抜本的に見直しすること。

【総務省、厚生労働省】

公立病院の持続可能な経営に向けた診療報酬改定及び財政措置の拡充

⬤ 全国的な物価高や賃金上昇の影響を受け、病院経営はひっ迫している状況にあり、また、建設コスト上昇の影響を受け、病院の整備費用
が大きく高騰している。特に公立病院は、民間では採算性の関係で対応が難しい医療を担い、最後の砦としての役割は高まっていること
から、持続的な経営のため、令和９年度診療報酬について、令和８年度改定の効果検証を踏まえた適切な見直しを行うとともに、政策医
療や再整備等に係る地方交付税措置や補助制度などの財政措置の充実・確保を図ること。

【総務省、厚生労働省】
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共生社会の実現に向けた公共交通機関や建築物のバリアフリー化等への支援

⬤ 旅客施設・市有建築物・民間建築物のバリアフリー化や、ノンステップバス・ユニバーサルデザインタクシーのバリアフリー車両の導入
への継続的な財政支援を講じること。

⬤ 公共交通事業者による障がい者への運賃割引制度について、身体障がい者及び知的障がい者と同様に、精神障がい者も対象となるよう、
事業者への財政支援等必要な措置を講じること。

【厚生労働省、国土交通省】

難病医療費に係る地方交付税措置の拡充

⬤ 難病医療費に係る普通交付税は、権限が移譲された当初から算入不足が生じており、不足額も年々増加していることから、地方交付税措
置のさらなる拡充等を行うこと。

【総務省】

高齢・障がい福祉施設等への冷房設備設置に係る支援

⬤ 記録的な猛暑により、寒冷地の札幌市でも熱中症被害が増加し、健康上の配慮を要する方が入所する福祉施設の対策が急務である。設備
整備を加速するため、財政支援の継続（障害福祉サービス事業所については再開）及び対象範囲を拡充すること。

⬤ また、補助の実施にあたっては、交付申請のスケジュールや機器の購入期限等を明確に示すこと。

【こども家庭庁、厚生労働省】

介護保険の第１号被保険者の保険料抑制や負担軽減措置の拡充

⬤ 高齢化に伴うサービス費用増加により、第１号介護保険料の負担が大きくなっているが、札幌市の基金投入による対応も限りがあること
から、サービス費用の財源に占める国の負担割合を引き上げること。

⬤ 加えて、令和６年度以降の保険料軽減措置が縮小されていることから、低所得者向けの保険料軽減措置を拡大すること。

【厚生労働省】

介護予防・日常生活支援総合事業の上限等に係る制度の見直し

⬤ 札幌市では2040年の高齢化率36.2％を見据えた介護予防の推進が急務であるが、事業費上限により積極的なサービス展開が制限されてい
ることから、国が定める事業費の上限の撤廃や大幅な引上げ、国の事業費負担割合の引き上げ、財政調整交付金の事業費負担割合からの
枠外化などの制度の見直しを行うこと。

【厚生労働省】



訪問系障害福祉サービスに係る地方負担の早期是正

⬤ 居宅介護、重度訪問介護等の訪問系サービスは国庫負担が不足しており、札幌市では令和６年度実績で29億円の超過負担が発生してい
る。このままでは、制度の持続可能性に支障が生じることから、実際の給付額の総額を算定基礎とし、国が２分の１を負担すること。

⬤ また、実現までの措置として、現状に即した国庫負担基準の引上げを行うこと。

【厚生労働省】

水素社会の早期実現に向けた支援

⬤ 水素サプライチェーンを構築するため、道内の再生可能エネルギーを活用した水素製造に係るコスト低減への支援のほか、需要地へ水素
を運んで利用するための貯蔵・運搬技術の実証や導入、新たな水素利活用技術への支援を継続・拡充すること。

⬤ また、再エネを活用した水素製造促進のため、水素製造に使用する電力の適切な価格での確保を支援すること。
⬤ さらに、水素需要の創出・拡大に向けて、建物用燃料電池等の水素利活用設備の導入、水素ステーションの整備及び燃料電池自動車の導

入への支援を継続・拡大するとともに、水素ステーションの事業性確保及び寒冷地対応の大型燃料電池自動車の開発・実証支援を継続・
拡充すること。

【経済産業省、環境省】

地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

⬤ 札幌市の脱炭素化に向けては、寒冷地特有の課題に加え、建設費高騰により事業見直しを迫られている。地域脱炭素推進交付金は規模に
関わらず上限額が一定であるため、自治体規模に応じた上限額の設定を行うこと。

⬤ また、４ＷＤや寒冷地仕様を含む多様なゼロエミッション自動車の開発・販売へ政策的支援を講じること。
⬤ さらに、ＺＥＢやＺＥＨ-Ｍの普及や灯油からの熱源転換を一層促進するため、積雪寒冷地や集合・賃貸住宅の実情に即した補助率の引

上げ等の支援拡充及び要件緩和を図るとともに、寒冷地エアコン普及に向けた補助制度を構築すること。

【経済産業省、国土交通省、環境省】

清掃工場等における財源措置

⬤ 廃棄物処理施設の建設、改修、解体には多額の費用を要することから、循環型社会形成推進交付金が引き続き満額交付されるよう適切な
予算措置を講じること。

【国土交通省、環境省】
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マイナンバーカード関連手続きの対応支援及び利便性向上

⬤ マイナンバーカードや電子証明書の更新等を含めた関連手続きを行う窓口の運営費や人件費等について、十分な財源措置を講じること。
⬤ また、電子証明書の更新及び転入手続きのオンライン申請を可能とし、カードに係る手続の利便性を向上させること。

【デジタル庁、総務省】

地方公共団体情報システム標準化に係る支援

⬤ 標準化に伴う運用経費の増大が懸念されるなか、札幌市では令和９年度に大規模なシステム移行を控えていることから、令和９年度以降
も運用適正化計画の効果が発現するまでの間、既存の補助制度の継続をはじめ、実情に応じた十分な財政措置を講じること。

【デジタル庁、総務省】



背景（現状・課題等）

❏ 札幌市では、平成30年北海道胆振東部地震の教訓や近年発生した「感染症」「猛暑」などの新たなリスクを踏まえ、令和６年３月に「札幌市強

靱化計画」を改定した。今後は、国の第１次国土強靱化実施中期計画に基づき、防災インフラの整備・管理、ライフラインの強靱化、デジタル

など新技術の活用、官民連携の強化、地域防災力の強化を柱に、ハード・ソフトの施策を効果的に組み合わせ、真に災害に強いまちづくりの実

現に向けて着実に取組を推進し、市民の安全・安心につながる事業をより一層力強く推進することが必要である。

❏ 特に、上下水道施設等の緊急性の高いインフラの老朽化対策や大規模な地すべりが発生した場合に甚大な被害が懸念される手稲山地区の地すべ

り対策、人口減少に伴う深刻な労働供給制約を克服するための少人化・自動化技術の社会実装や建設産業の担い手確保の取組等の促進が不可欠

となっている。

老朽化に伴う事故を未然に
防ぎ、施設機能を維持して
いくために、計画的な改築
・更新を実施しているが、
老朽化している管路の大部
分は国費支援の対象外と
なっており、対策の加速化
には、財政支援の対象拡大
及び要件緩和等が必要。

10年後（2036年）の上下水道管路の老朽化状況

国⼟強靱化に向けた着実な施策の実施と財政⽀援
⬤ 「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づき、その実現に必要な予算・財源を通常予算とは別枠で確保し、計

画的に事業の推進を図るとともに、継続的な財政支援を実施すること。

⬤ 上下水道施設の老朽化対策の加速化及びリダンダンシー確保に向けて、処理施設への支援継続に加え、管路へ

の財政支援の対象拡大や交付要件の緩和、長期間にわたる財源措置を実施すること。

⬤ 大規模かつ高度な技術力を要する手稲山地区直轄地すべり対策事業の促進を図ること。

【内閣官房、国土交通省】

最 重 点
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北海道開発予算等の総額確保

⬤ 札幌市の魅力や価値を国内外に発信する拠点形成を図るとともに、激甚化・頻発化する自然災害に備えて、予防保全型メンテンナンスに
より老朽化対策を着実に実施し、ライフラインの強靱化を推進するため、令和９年度の北海道開発予算等について必要な予算を確保する
こと。

【国土交通省、環境省】

道路及び治水事業の着実な実施に向けた財源確保

⬤ 社会経済活動や地域生活を支える社会基盤として重要な役割を担う道路については、今後、大規模な補修や更新需要の大幅な増加が見込
まれることに加え、道路整備・管理を長期安定的に進められるよう、新たな財源・制度の創設及び必要な予算を確保すること。

⬤ また、「札幌圏連携道路」の一部である「札幌北広島環状線（豊平川工区）」は、石狩湾新港から江別市等を結ぶ産業連携軸であり、道
央圏の物流ネットワークの機能強化等を図るため、早期整備に向けて引き続き支援を行うこと。

⬤ 近年、全国的に豪雨災害が増加しており、国や北海道と札幌市が連携して治水安全度の向上に取り組む必要があるため、豊平川における
河道整備等の直轄河川改修事業を着実に実施するとともに、気候変動対応に向けた豊平川及びその支川等のより一層の治水対策を推進で
きるよう、治水事業全般にかかる予算総額を確保すること。

【国土交通省】

災害対応機能強化に向けた支援の拡充

⬤ 災害時の停電に対する医療機関のレジリエンス強化に向けて、事業者負担を軽減する補助率の見直しを行うこと。また、機器停止が命の
危機に直結するため、透析医療機関を補助対象施設に追加すること。

⬤ 寒冷地の札幌市で災害に伴う停電が発生した場合、高齢者施設等の入所者の生命維持や二次避難所としての要配慮者の受け入れも困難と
なるため、非常用電源の確保が急務となっている。ついては特別養護老人ホーム等に対する補助率を見直すとともに、対象施設を有料老
人ホームやサービス付高齢者向け住宅へと拡充するとともに、施設規模や特性に応じて補助対象設備を可搬型自家発電機まで拡充するこ
と。

【厚生労働省】

今後の感染症対策

⬤ 感染症危機対応において、地方自治体が財政的懸念なく迅速な初動対応に専念できるよう、国主導による特例的な財政出動の予見可能性
を確保し、未知の事態にも適応し得る機動的かつ包括的な財源措置スキーム（発動要件や配分基準等）を事前構築すること。また、平時
からの感染症対策に係る国庫負担及び補助の算定割合を引き上げること。

⬤ また、地方自治体や医療機関等の負担軽減や感染症の発生状況等の迅速な把握・共有ができるよう、電子カルテと発生届の連携、予防接
種事務のデジタル化などの感染症関係のＤＸを推進すること。

【内閣官房、厚生労働省】



背景（現状・課題等）

❏ これまで特区制度を活用した規制緩和や、ＧＸと金融事業を対象とした課税の特例制度である

ＧＸ推進税制、道内のＧＸ投資市場の信頼性と魅力向上など、ＧＸ関連産業に投資を呼び込む

ための環境整備を進めてきた。

❏ 今後は道内の成長産業の振興・育成の観点からＧＸとＡＩの一体的な推進を重点的に取り組ん

でいくため、新たに｢ＧＸ/ＡＩ金融･資産運用特区｣を打ち出したところ。

❏ この環境を最大限に活用した企業誘致や投資呼び込みの実行段階に入り、金融機能の集積・強

化の実現に向けて、国内外からの更なる投資獲得が不可欠となる。そのためには、国・関係機

関のワンストップ窓口設置やＧＸ推進機構による債務保証の一層の制度拡充など、更なる環境

整備が今後必要になる。

❏ また、東京一極集中のリスク回避と経済安全保障の観点から、再エネ供給地へのＡＩ拠点の戦

略的配置やＡＩロボット･フィジカルＡＩの開発基盤となる国産ＡＩ基盤モデルの開発が急務と

なっている。

❏ 世界的にＧＸ投資が加速する中、ＧＸとＡＩを融合した技術革新の発信や、人口減少・積雪寒

冷といった過酷な条件下でのＡＩ実装（自動運転等）は、世界展開可能な普遍的技術として海

外投資の起爆剤と成り得る。

ＧＸ/ＡＩへの投資促進に対する⽀援
⬤ ＧＸ/ＡＩ分野を核としたスタートアップの集積やＡＩ人材の育成・確保などを目指し､整備に向けた検討を加

速化させているＧＸ・ＡＩスタートアップ拠点について、整備及び持続的な運営に係る財政支援や機能の充実

に向けた支援を講じるとともに、国産ＡＩ基盤モデルの開発を推進する重要拠点として活用すること｡

⬤ 日本の再生可能エネルギー供給基地、ＡＩ利活用の実証フィールド及びアジア世界の「金融センター」の実現

を目指す北海道・札幌「ＧＸ/ＡＩ金融・資産運用特区」への支援を引き続き行うこと。

⬤ ＧＸ推進機構の債務保証や出資を活用し、民間金融機関が積極的に資金供給できる支援を引き続き行うこと。

⬤ 近年のインフレや建設コスト上昇等を踏まえ、事業期間が長期に及ぶＧＸ事業及びその投融資の予見可能性を

高めるため、事後的な費用増加など収支変動リスクに対応する支援策を講じること。

【内閣官房、内閣府、金融庁、経済産業省】

最 重 点

地⽅から⽇本の技術⾰新を牽引する
新たな都市モデルの創出

● ＧＸ‧ＡＩスタートアップ拠点の整備
● ＡＩ⼈材の育成‧輩出
● ⾦融‧資産運⽤特区による⾦融の強化‧集積
● 政府系機関等※と連携したワンストップサービス

※例：ＧＸ推進機構北海道デスク､北海道ＮＥＤＯデスク 等

北海道‧札幌市共同提案

札幌市のＧＸ‧ＡＩスタートアップ拠点

経済、スポーツ‧⽂化
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背景（現状・課題等）

❏ 少子高齢化による深刻な人手不足に対し、自治体単独での対応には限界があることに加

え、冬の生活不安や雪への不慣れ等による外国人材の道外流出など、積雪寒冷地特有の

課題もあり、全国規模の支援と地域の実情に応じた取組の両輪での対応が必要。

❏ また、外国籍市民（就労者や家族滞在）の急増に伴い、教育や医療など生活相談が複雑

・高度化し、相談窓口の必要性が増しているにも関わらず、その運営経費にかかる国の

交付基準の変更により年々補助額が減額されており、市の財政を圧迫している。

❏ さらに、国が掲げる高い日本語能力（Ｂ１レベル）を地域日本語教育において習得させ

るには、財源確保や指導者の充足等を図る必要があるが、自治体単独での整備は困難。

❏ 令和８年１月に策定された「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」に

おいて、｢外国人受入環境整備交付金についての見直し等、一元的相談窓口の改善」や

「地域日本語教育の総合的な体制づくりへの財政支援の拡充」について言及されている

ところだが、日本人を含めた地域全体の安全・安心と多文化共生を維持するため、国に

よる安定的な財源確保等の支援が不可欠。

職種別有効求⼈倍率の推移

厚生労働省北海道労働局：雇用情勢さっぽろ（各年４月時点）

（人） （％）外国籍市⺠の急増

⼈⼿不⾜分野の⼈材確保と外国⼈の受⼊‧共⽣に向けた⽀援
⬤ 少子高齢化に伴い生産年齢人口が減少していく中、医療・介護・保育・建設・交通・物流・観光等の分野にお

いては人手不足が顕著となっていることから、企業に対する相談・支援体制の充実及び多様な人材として外国

人の採用を促進していくための支援策を講じること。

⬤ 特に、介護・障がい福祉サービスのニーズの増加が見込まれることから、将来にわたる安定した介護・障がい

福祉サービスを提供するため、介護等従事者の人材確保、離職防止や定着促進、負担軽減に結びつくような取

組に対して、地域医療介護総合確保基金の運用見直しを含め、財政支援の拡充や処遇改善策を講じること。

⬤ また、急増する外国籍市民との共生に向けた支援として、一元的な相談窓口の運営経費に係る補助額の引き上

げに加え、地域日本語教育の体制整備に向けた安定的な財源措置と標準カリキュラムの策定を行うこと。

⬤ 外国人と日本人が互いに地域社会の構成員として安全・安心に暮らせるよう、国や地方自治体などの役割を明

確にし、国が責任を持って主体的に共生施策や日本社会の意識醸成を牽引するとともに、地方自治体が地域の

実情に応じた相互理解のための施策を展開できるよう、十分かつ継続的な財政的支援を行うこと。

【内閣官房、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省】

最 重 点
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有効求人倍率 主な該当職種

建設・採掘 土木作業員、電気工事、電気配線工

保安 警備員、保安職（警察官、自衛官など）

サービス ホームヘルパー、ケアワーカー、給仕、接客サービス員

輸送、機械運転 自動車運転手

生産工程 整備工・修理工

専門・技術 医師、薬剤師、看護師、保健師、保育士、情報処理・通信技術者等

販売 販売店員、訪問販売員、営業員

運搬・清掃・包装 清掃作業員、運搬、配達、倉庫作業員

事務 一般事務員、営業・販売事務員

（倍率）
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多極分散型経済圏の形成に向けた政府機関移転と社会基盤の強化

⬤ 大規模災害等による国家機能停止を回避する東京一極集中の是正と地方の生産年齢人口の減少による経済力低下の防止が急務である。首
都圏との同時被災リスクの低さや強固な地盤に加え、国の出先機関が集積し、丘珠空港や新千歳空港、重要港湾への優れた交通アクセス
網を有するなど、首都中枢機能をバックアップする基盤を備え、道都として多極分散型経済圏を形成する役割も期待される札幌市に対
し、空港やエネルギー･通信網等への集中投資により､有事に即応できる国と地方の連携体制の構築に向けて更なる機能強化を図ること。

⬤ また､人口減少社会における地方の経済成長や社会機能の維持･向上を見据えて､さらなる地方創生の推進が必要であることから､最適な大
都市制度のあり方の検討や政府関係機関の地方移転について、地域の実情・特性に応じ、着実に実施すること｡

⬤ 地方移転に当たっては、地方からの提案を最大限生かすため、提案から移転後までの各段階において、国と地方が密な連携を図りながら
推進できる枠組みとすること。

【内閣官房、内閣府】

物価高などの克服に向けた事業者への支援

⬤ 人口減少による労働力不足や国際情勢に端を発する原油価格等の高騰といった社会情勢の変化が、市内事業者の経営を不安定なものとし
ている。事業継続と持続的な賃上げを実現するためには、全国規模での強力な支援が不可欠なことから、資金繰り支援や経営相談窓口の
継続に加え、中小企業・小規模事業者等が、コスト上昇分を適切に価格転嫁できる環境整備や取引価格の適正化の取組を推進すること。

⬤ また､事業者の生産性向上や競争力強化に向けたＤＸ推進に係る経費の補助や省エネルギー化に資する設備投資への助成を継続すること｡
⬤ 寒冷地特有の暖房需要に加えて夏日又は真夏日は年々増加傾向にあり、１年を通じてエネルギーコストの負担が大きいことから、エネル

ギー需要ピーク時における灯油の定額補助や電気・ガス料金支援を継続すること。
⬤ 円安を好機とした食の輸出拡大を含め、特に堅調な海外需要を取り込み、輸出を拡大するため、輸出にチャレンジする中小企業等の事業

者への支援強化を行うこと。

【厚生労働省、農林水産省、経済産業省】

道内空港の機能強化に向けた支援

⬤ 空港施設の拡大に加え、空港業務人材確保、ＣＩＱ体制や機能の強化など国際線利用者の受入体制の整備を進めるほか、航空燃料供給不
足に対する行動計画の取組を進めること。

⬤ 新千歳空港の誘導路複線化の整備を着実に進めるほか、既存ストックの利活用なども含め検討を進めること。また、長距離国際航空路線
のための滑走路延長整備を実施すること。

⬤ 新千歳空港においては、国際航空需要の拡大を踏まえ、一部外国航空会社の17時以降及び深夜、早朝時間帯の乗入れ制限を緩和するこ
と。

【法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、防衛省】
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スノーリゾート実現への支援

⬤ 高いポテンシャルを有する冬の札幌の魅力も含め、訪日外国人から高い評価を受ける我が国のスノーリゾートを、国が目指す観光立国の
実現に向けたプロモーション戦略の柱に位置付け発信すること。

⬤ 国際競争力の高いスノーリゾートの実現のためには、スキー場の施設整備等の中・長期的な取組が必要であるため、「国際競争力の高い
スノーリゾート形成促進事業」の対象事業や事業期間を拡大するなど、支援制度を拡充すること。

【国土交通省】

大規模国際競技大会等の誘致・開催に向けた支援

⬤ 国際競技大会等の誘致に当たっては、国や開催地、競技団体等が一体となって誘致交渉が行える体制を構築するとともに、開催に必要な
各種競技の運営人員の確保において、応援要請などの人材を十分に確保できるような支援を継続すること。

⬤ 持続可能な大会運営を可能とするため、各競技団体が人材育成に取り組む際のソフト面での支援のみならず、人材育成に必要となる経費
に関する補助金等の創設をすること。

【文部科学省】

ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

⬤ 世界屈指のウインタースポーツシティ実現と冬季競技の国際競争力維持・発展のため、各競技施設の運営・再整備に必要な財政措置を講
じること。特に、大倉山ジャンプ競技場等の改修については、ナショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）競技別強化拠点及び国際・国
内競技大会の開催拠点としての機能を将来にわたり継続するため、スポーツ振興くじ助成金の対象範囲を拡大および限度額を拡充するこ
と。

⬤ 国が推進するスタジアム・アリーナ改革に則って計画するアリーナ整備に関する既存支援メニューの拡充を含めた財政支援を講じるこ
と。

【内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】

総合型ハイパフォーマンススポーツセンターの誘致

⬤ 我が国におけるウインタースポーツの更なる振興や競技力向上を図るとともに、アスリート支援を通じて得られる知見を市民の健康寿命
延伸に資する取組に活用していくため、冬季競技を中心とした総合型ハイパフォーマンススポーツセンター（ＨＰＳＣ) の将来的な札幌
への設置を行うこと。

⬤ アスリートの競技力向上に資する医・科学に関する知見の共有など、北海道スポーツ医・科学コンソーシアムへの支援及び東京都北区の
ＨＰＳＣとの更なる連携強化を行うとともに、総合型ＨＰＳＣとの連携を想定しているＮＴＣ競技別強化拠点の指定拡大・機能充実に向
けた支援を講じること。

【文部科学省】



背景（現状・課題等）

❏ 札幌市では、世界を引きつける魅力と活力あふれるまちを目指し、国内外から多くの人々や企業を引き付け、民間投資を呼び込むため、市街

地再開発事業を支援しているところである。 

❏ 特に都心部においては、北海道新幹線札幌開業を見据え、広域交通結節点としての機能強化や移動の利便性・回遊性を向上する新たな公共交

通システム構築に向けた取組が進められるとともに、民間による複数の大型再開発プロジェクトが進行中であり、高機能オフィスの整備や国

際水準のハイグレードホテルの誘致、脱炭素化を加速するエネルギー転換の推進のほか、災害時に活用できる一時滞在施設等が整備される予

定である。 

❏ しかし、資材価格等の高騰が継続する中、現在事業中の工事が本格化

することに伴い、各年度の事業費が大幅に増加する見通しである。 

❏ 札幌のビジネス・観光の国際競争力を高め、札幌の魅力や価値を国内

外に発信する拠点の形成に加え、都市の防災性向上に寄与するこれら

の再開発事業の確実な推進と、それを後押しする財源の確保が必要と

なっている。

工事本格化により､
2027年度の国費を含む事業
費全体は増加する見込み。

※ 北５西１･西２地区再開発事業の
計画見直し中のため、2028年度以
降の国費は大通西４南地区、北４
西３地区の２地区分のみを計上

都市空間

市街地再開発事業など都市の魅⼒向上や防災性を⾼める事業への⽀援
⬤ 資材価格等が高騰している状況下で、市街地再開発事業等を計画的かつ確実に推進するため、十分な財源措置

を講じること。

【経済産業省、国土交通省、環境省】

最 重 点

再開発３地区(右図)における今後の国費要望額の推移見込

-22-都市空間 -17-

※ グラフは３地区における「市街地再開発事業｣｢防災･省エネまちづくり緊急促進事業」の国費要望額の合計
　 (2025年度までは当初分に追加・補正分を加えた配分額、2026年度は当初配分額まで)の推移となります。

（概算要望）

当初配分額

追加・補正配分額

概算要望額

現時点の要望見込額

（百万円）

※ 計画中の建物・車両等は現時点のイメージであり、今後の協議・検討により変更となる可能性があります。



背景（現状・課題等）

❏ 令和７年３月、国の有識者会議の報告書において、札幌延伸

について、完成・開業が大幅に遅れる見通しであることが公

表され、さらに、令和７年12月には、鉄道・運輸機構より、

最大1.2兆円の事業費の増加のおそれがあることが公表され

た。また、事業費の増嵩については、令和５年３月の事業費

増加の際の地方負担も未だに示されていない状況である。

❏ 札幌延伸は道内経済活性化に寄与するものであり、札幌市で

も、2030年度末を見据えたまちづくりや民間投資が活発に進

められてきたことから、観光振興や公共交通事業、都心の再

開発事業等への財政支援など、開業の遅れに伴う影響を最小

限に抑えるための対応や地方負担の軽減及び新たな地方負担

を発生させないための適切な措置が必要である。

❏ さらに、札幌延伸の効果を高めるためには、新幹線と貨物列

車の青函共用走行区間における全ダイヤの高速走行の早期の

実現及びその他の区間のできる限りの高速化（最高速度

360km/h）が必要である。

北海道新幹線の札幌延伸に向けた⽀援
⬤ 開業の大幅な遅れに伴う各方面への影響を最小化するため、観光や交通、都心の再開発等に対する財政支援な

ど、幅広い分野での包括的な支援を行うこと。

⬤ 工程短縮に向けた検討を継続して、開業時期を早急に明示し、早期完成を実現すること。

⬤ 貸付料など幅広い観点からの建設財源の確保による地方負担の軽減を行うとともに、新たな地方負担を発生さ

せないための措置を講じ、負担額の見通しを早急に提示すること。

⬤ 新幹線と貨物列車の青函共用走行区間等における新幹線高速走行を早期に実現すること。

【財務省、国土交通省】

最 重 点 北海道‧札幌市共同提案

JR北海道H㾷系
（提供：北海道旅客鉄道㈱）

新⻘森‧新函館北⽃間
2016年3⽉26⽇開業
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新幹線の整備状況



背景（現状・課題等）

❏ 丘珠空港は観光振興や医療・防災機能などで大きな可能性を有することから、今後

更なる活用を図っていくため、令和４年11月に「丘珠空港の将来像」を策定し、滑

走路延長については、最短と考えられる2030年供用開始を目指している。

❏ 令和７年度国土交通省予算に丘珠空港の滑走路延長に係る調査費が計上され、国が

実施したパブリック・インボルブメントでは機能強化の必要性と早期供用開始への

期待の大きさが認められた。

❏ 今後、早期事業化・着工とともに、滑走路延長等でリージョナルジェット機が通年

運航可能となることを見据えて、民間航空機の増便と自衛隊機の訓練の両立を図る

ための空港敷地の拡張と緩衝帯となる空港緑地の整備が必要である。

❏ また、旅客数増加を踏まえた空港ターミナルビルの拡張にあたっては、札幌丘珠空

港ビル㈱の経営機能の強化が必要不可欠であり、旅客取扱施設利用料の導入や空港

駐車場とターミナルビルの一体経営などに向けた協議、国の支援が必要である。

❏ また､ビジネスジェットの利用促進に向けて専用施設やＣＩＱの整備等を進め､イン

バウンド誘致を含めた役割強化を目指しており､この点でも国の支援が必要である｡

❏ さらに、就航路線を拡充しつつ、防災拠点化を図るためには、格納庫等の設置を見

据えたターミナルエリア（エプロン）の拡張が必要であるとともに、空港周辺地域

との共生に向けて産業誘致や道路等のインフラ整備への国の支援が必要である。

丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化
⬤ 滑走路延長の2030年供用に向けた早期事業化及び早期着工を行うとともに、民間航空機の増便と自衛隊の運用

の両立のための空港敷地拡張及びこれに伴う空港緑地の再整備に向けた支援を講じること。

⬤ 丘珠空港ターミナルビル拡張と合わせて、旅客取扱施設利用料の導入や駐車場運営とターミナルビル運営の一

体化など札幌丘珠空港ビル㈱の経営機能の強化に向けた支援及びビジネスジェットの利用拡大に向けた専用施

設やＣＩＱ機能等の環境整備への支援を行うこと。

⬤ 滑走路延長後を見据えて、路線拡充や防災拠点化を想定したターミナルエリア（エプロン）拡張及び産業誘致

や道路整備等の空港周辺まちづくりへの支援等を行うこと。

【国土交通省、防衛省】

最 重 点

※ 札幌市の想定
 (丘珠空港の将来像)丘珠空港の整備イメージ

-24-都市空間 -19-



-25-都市空間 -20-

都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

⬤ 札幌駅周辺の開発等を受けて、移動需要の増加が見込まれる中、都心のまちづくりと連携した交通体系の構築が課題である。人や環境に
やさしいＬＲＴの利点を生かした新たな公共交通システムの2030年本格運行に向けた財政支援及び検討会議への参画など継続的な支援を
行うこと。

【経済産業省、国土交通省、環境省】

将来交通体系の調査・検討への支援

⬤ 運転手不足による路線バスの減便や廃止などの公共交通を取り巻く環境の変化や、雪国という地域特性を踏まえ、地下鉄を含めた持続可
能な公共交通の在り方など、札幌市の総合交通体系の調査・検討への支援を行うこと。

【国土交通省】

地下鉄南北線さっぽろ駅改良事業への支援

⬤ 南北線さっぽろ駅は、道都札幌の玄関口にして交通結節機能の核となる札幌市営地下鉄最大の混雑駅であり、繁忙期の利用人員は１日15
万人に及ぶが、ホーム形状が島式（１面２線）で狭いため、著しい混雑が常態化している。列車遅延・運行円滑化対策として、ホーム増
設(１面２線→２面２線)を行うとともに、エスカレーター等の整備を行うことで、駅ホームの移動円滑化・利便性の向上を図る大規模事
業であることから、確実な実施に向け引き続き必要な財政支援を講じること。

【国土交通省】

「国道５号　創成川通」等の骨格道路網の機能強化

⬤ 札幌都心部と高速道路間のアクセスを強化し、時間信頼性の向上や都心部への物流交通の安定性向上を図るために「国道５号 創成川通｣
の整備促進するとともに、環状・放射等の骨格道路網の機能強化に向けた支援を行うこと。

【国土交通省】

「札幌駅交通ターミナル整備」の促進

⬤ 札幌市では、「札幌駅交流拠点まちづくり計画」等に基づき、北海道新幹線札幌開業を見据え、新幹線・地下鉄・ＪＲ・バス・タクシー
など交通機関相互の乗継機能の強化やバスターミナルの再整備、地下鉄南北線さっぽろ駅ホームの増設等により、｢国道５号 創成川通」
と連携して、多様な交流を支える利便性の高い一大交通結節点を形成することを目指し、その実現に向けて重点的に取り組んでいるとこ
ろ。周辺の再開発事業と連携し、北海道新幹線と高速バスが直結する利便性・快適性の高い「札幌駅交通ターミナル整備」を促進するこ
と。

【国土交通省】
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